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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 31,513 △10.1 △434 ― △461 ― △409 ―

21年3月期第2四半期 35,068 ― 1,121 ― 1,275 ― 641 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 △8.73 ―

21年3月期第2四半期 13.67 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 56,850 17,136 29.8 360.86
21年3月期 50,299 17,492 34.4 368.75

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  16,927百万円 21年3月期  17,298百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― ― ― 5.00 5.00

22年3月期 ― ―

22年3月期 
（予想）

― 3.00 3.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 67,000 2.1 420 △66.9 300 △75.3 0 △100.0 0.00
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、４ページ 定性的情報・財務諸表等 ４．その他をご覧下さい。 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ 定性的情報・財務諸表等 ４．その他をご覧下さい。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

新規 1社 （社名 ニチユMHフォークリフト株式会社 ） 除外 0社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 46,977,832株 21年3月期  46,977,832株

② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  68,731株 21年3月期  67,446株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 46,909,703株 21年3月期第2四半期 46,911,293株
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 当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、一部で生産や輸出の持ち直しもあり底打ち感が見えてきまし 

  たものの、雇用と生産設備の過剰感から企業の設備投資が大幅に減少したことや企業間競争の激化など、当社グルー 

  プにとりましては非常に厳しい状況で推移いたしました。 

    このような状況下、当社グループはバッテリーフォークリフトのパイオニアメーカーとしての強みに加え、本年４ 

   月１日に三菱重工フォークリフト販売株式会社（現 ニチユＭＨＩフォークリフト株式会社）を新たに取得し国内での

   統合販社を設立したことにより、同社が販売していたエンジン式フォークリフトを商品群に加えました結果、顧客層 

   の拡がりがみられましたが、日本経済の先行き不安からの民間企業の投資手控えや延期などの需要減少が大きく影響 

   しました。その結果、当第２四半期連結累計期間は前年同期比10.1％減の315億１千３百万円の売上高となりました。

    利益面では、経費削減やコスト低減強化等の施策を強力に推進しましたが、売上面の落ち込みが大きく影響したこ 

  とと三菱重工フォークリフト販売株式会社（現 ニチユＭＨＩフォークリフト株式会社）の子会社化による一時的な費

  用の発生や部品・整備売上の一時的な減少により、営業損失は４億３千４百万円（前年同期営業利益11億２千１百万 

  円）、経常損失は４億６千１百万円（前年同期経常利益12億７千５百万円）、四半期純損失は４億９百万円（前年同 

   期四半期純利益６億４千１百万円）となりました。 

   なお、第２四半期に入り最悪期は脱した感があり、第１四半期業績との比較では売上高で7.5％増、また、利益面で

   も部品・整備売上の挽回、中国を中心とした海外販売の回復、経費・コスト削減の効果拡大などがあり、第１四半期 

   比５億７千１百万円改善され、第２四半期連結会計期間の営業利益は６千８百万円を計上することが出来ました。 

  

   部門別の状況につきましては次の通りであります。 

   （産業車両部門） 

     国内のフォークリフト需要は前年同期比42.7％減と大きな落ち込みになりましたが、バッテリー化の進展や国内販 

   社統合によるエンジン式フォークリフトの売上寄与などで国内での当社連結売上高は前年同期比13％減に留まりまし

  た。海外向けでは第２四半期に入り中国市場の受注は持ち直してきましたものの、前期に好調であったロシア、韓国 

   向けがキャンセルになるなど、輸出面は前年同期比52％減となり、当部門の売上高は259億１千万円（前年同期比６％

  減）となりました。 

   利益面では、売上高減少や製造原価率悪化に加え三菱重工フォークリフト販売株式会社の子会社化による人件費増 

  加等があり、営業利益は13億２百万円（前年同期比38％減）となりました。  

  （物流システム部門） 

 物流システム部門は、受注面において不況による投資手控えの影響をうけており、その結果、売上高は前年同期比 

25％減の45億４千５百万円となりました。利益面でも、売上高減少の影響を受け、経常損失は７億５千３百万円（前 

年同期営業利益５百万円）となりました。 

（その他部門） 

  その他部門では、一部顧客からの受注キャンセルもあり巻取機売上が前年同期比半減となるなどで当部門の売上高 

は10億５千７百万円（前年同期比25％減）となり、営業利益は４千２百万円（前年同期比52％減）となりました。  

  

（１）資産、負債、純資産の状況 

   当第２四半期連結会計期間末における資産合計は三菱重工フォークリフト販売株式会社統合等により568億５千 

     万円となり、前連結会計年度末より65億５千１百万円増加となりました。現金及び預金、仕掛品等のたな卸資産、 

     機械装置及び運搬具の増加等によるものです。  

    負債合計は397億１千３百万円となり、前連結会計年度末より69億７百万円増加となりました。これは主に三 

   菱重工フォークリフト販売株式会社統合により短期借入金び退職給付引当金等が増加したことによります。 

    また少数株主持分を除く純資産につきましては、169億２千７百万円となり、前連結会計年度末より３億７千万円

   減少となりました。これは主に配当金支払い２億３千４百万円、その他有価証券評価差額金２億１千１百万円増加 

     及び四半期純損失４億９百万円計上によるものです。  

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報
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  （２）キャッシュフローの状況 

    営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失４億３千８百万円、減価償却費15億３千９百 

     万円、売上債権の減少40億５千４百万円及び仕入債務の減少27億５千７百万円等により13億１千８百万円の増加と 

     なりました。 

    投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出10億４千７百万円、連結範囲の変更を伴 

   う子会社株式の取得による収入５億７千７百万円等により５億３百万円の減少となりました。 

    財務活動によるキャッシュ・フローは、借入による収入や配当金の支払により３億２千６百万円の増加となりま 

     した。 

   以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、52億４千８百万円となりました。  

  

 平成22年3月期の通期業績予想につきましては、平成21年７月31日公表の平成22年３月期の業績予想（連結・個

別）に変更はありません。なお、平成21年11月２日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

  

         第１四半期連結会計期間より、ニチユＭＨＩフォークリフト株式会社を新たに取得したため連結の範囲に含め 

       ております。  

  

該当事項はありません。   

  

①完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

   請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関 

 する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」 

 （企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結 

 会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め 

 られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事 

 完成基準を適用しております。 

  当第２四半期連結累計期間においては、その対象となる工事契約がなかったため、この変更による、売上 

 高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益には影響ありません。 

 ②重要な減価償却資産の減価償却方法の変更 

  有形固定資産（リース資産を除く）  

  従来、当社の国内連結子会社は、機械装置及び運搬具に含まれる長期賃貸用車両の減価償却方法に定率法を 

 採用しておりましたが、平成21年４月１日に実施した三菱重工フォークリフト販売株式会社（同日付けで「ニ 

 チユＭＨＩフォークリフト株式会社」に商号変更）との事業統合を契機に減価償却方法を見直した結果、第１ 

 四半期連結会計期間より同社が採用している定額法へ変更しております。 

  この変更は、長期賃貸用車両の重要性が増す中で、長期賃貸用車両から獲得する収益が、その契約期間にわ 

 たり均等に計上されることから、収益に対応した減価償却費を定額計上することで、より適正な期間損益を把 

 握するためであります。 

  なお、この変更により、従来の方法によった場合に比べ、売上原価が113百万円減少し、営業損失、経常損失 

 及び税金等調整前四半期純損失が同額減少しております。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に 

 記載しております。   

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,248 4,105

受取手形及び売掛金 15,955 15,748

商品及び製品 2,765 2,319

仕掛品 2,102 1,293

原材料及び貯蔵品 238 249

その他 2,821 2,310

貸倒引当金 △112 △48

流動資産合計 29,019 25,978

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,858 5,909

機械装置及び運搬具（純額） 7,549 5,569

土地 4,387 4,284

その他（純額） 596 582

有形固定資産合計 18,392 16,347

無形固定資産 207 166

投資その他の資産   

投資有価証券 4,923 4,511

その他 4,490 3,396

貸倒引当金 △182 △101

投資その他の資産合計 9,231 7,806

固定資産合計 27,831 24,320

資産合計 56,850 50,299
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,731 13,139

短期借入金 7,109 4,224

未払法人税等 155 256

賞与引当金 1,281 982

役員賞与引当金 34 69

受注損失引当金 13 24

その他 2,656 2,532

流動負債合計 25,983 21,229

固定負債   

長期借入金 4,029 3,807

退職給付引当金 8,814 6,909

役員退職慰労引当金 166 249

その他 720 611

固定負債合計 13,730 11,577

負債合計 39,713 32,806

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,890 4,890

資本剰余金 3,299 3,299

利益剰余金 8,052 8,696

自己株式 △31 △31

株主資本合計 16,211 16,855

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 877 665

為替換算調整勘定 △161 △223

評価・換算差額等合計 715 442

少数株主持分 209 194

純資産合計 17,136 17,492

負債純資産合計 56,850 50,299
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 35,068 31,513

売上原価 27,537 24,789

売上総利益 7,531 6,723

販売費及び一般管理費 6,409 7,158

営業利益又は営業損失（△） 1,121 △434

営業外収益   

受取利息 12 8

受取配当金 37 33

為替差益 54 －

持分法による投資利益 23 15

その他 92 112

営業外収益合計 220 170

営業外費用   

支払利息 46 69

為替差損 － 101

その他 20 26

営業外費用合計 66 197

経常利益又は経常損失（△） 1,275 △461

特別利益   

固定資産売却益 6 －

投資有価証券売却益 － 3

持分変動利益 － 54

特別利益合計 6 58

特別損失   

固定資産処分損 65 34

投資有価証券評価損 1 －

減損損失 21 －

ゴルフ会員権評価損 － 1

特別損失合計 88 36

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,193 △438

法人税、住民税及び事業税 566 184

法人税等調整額 △33 51

法人税等合計 532 236

少数株主利益又は少数株主損失（△） 19 △265

四半期純利益又は四半期純損失（△） 641 △409
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

1,193 △438

減価償却費 1,348 1,539

賞与引当金の増減額（△は減少） △44 △91

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25 △34

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 23 △82

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17 15

受取利息及び受取配当金 △49 △42

支払利息 46 69

売上債権の増減額（△は増加） △309 4,054

たな卸資産の増減額（△は増加） △485 △774

仕入債務の増減額（△は減少） 499 △2,757

その他 △457 196

小計 1,721 1,653

利息及び配当金の受取額 49 45

利息の支払額 △46 △70

法人税等の支払額 △84 △310

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,640 1,318

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △965 △1,047

有形固定資産の売却による収入 10 10

投資有価証券の取得による支出 △5 △7

長期貸付けによる支出 △130 △0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ 577

その他 △6 △35

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,096 △503

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △7 460

長期借入れによる収入 663 381

長期借入金の返済による支出 △770 △250

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △467 △234

その他 △4 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー △587 326

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △58 1,142

現金及び現金同等物の期首残高 5,051 4,105

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,993 5,248
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 該当事項はありません。 

  

    前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

    当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

    当社グループの事業を、製品・商品の種類別等の類似性を総合的に判断して区分しています。 

  但し、販売部品は各事業区分所属の主要な製品・商品に使用された保守販売部品にそれぞれ所属させています。

２．各事業区分の主要な製品・商品  

３．営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費用であ

    る。 

  ４．会計方針の変更 

   前第２四半期連結累計期間 

   （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

     第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月 

    ５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の 

    営業利益は、「産業車両部門」で71百万円減少している。  

   （リース取引に関する会計基準） 

     第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日  

    （企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」 

    （企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月 

        30日改正））を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期

        間の営業利益は、「産業車両部門」で67百万円増加している。 

   当第２四半期連結累計期間  

   （重要な減価償却資産の減価償却方法の変更） 

        [定性的情報・財務諸表等]４．その他 に記載の通り、第１四半期連結会計期間より、機械装置及び運搬 

        具のうち長期賃貸用車両について、減価償却方法を定率法より定額法へ変更しています。この変更に伴い、 

        従来の方法によった場合に比べて、「産業車両部門」において当第２四半期連結累計期間の売上原価が113 

        百万円減少し、営業利益は113百万円増加しています。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
産業車両 
部門 

（百万円） 

物流システ
ム部門 

（百万円） 

その他部門
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高   

  (1)外部顧客に対する売上高  27,580  6,078  1,410  35,068  －  35,068

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高 
 －  －  －  － （－)  －

   計  27,580  6,078  1,410  35,068 （－)  35,068

   営  業  利  益  2,097 5  88  2,191 (1,069)  1,121

  
産業車両 
部門 

（百万円） 

物流システ
ム部門 

（百万円） 

その他部門
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高   

  (1)外部顧客に対する売上高  25,910  4,545  1,057  31,513  －  31,513

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高 
 －  －  －  － (－)  －

   計  25,910  4,545  1,057  31,513 （－)  31,513

営業利益又は営業損失（△）  1,302  △753  42  591 (1,025)  △434

事業区分 主要な製品・商品

産業車両部門 フォークリフト・バッテリー機関車等、同保守販売部品 

物流システム部門 無人搬送システム・自動倉庫等、同保守販売部品 

その他部門 床面清掃機・床面洗浄機・巻取装置等、同保守販売部品 
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前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．本邦以外の各セグメントの売上高が全セグメントの売上高合計の10％未満であるため、国又は地域ごとにセグ

          メントを区分していません。 

      ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりです。 

          その他の地域―――――中国、東南アジア、ヨーロッパ 

      ３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費

        用です。 

   ４．会計方針の変更  

 前第２四半期連結累計期間 

    （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

      第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

     ５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の

     営業利益は、「日本」で65百万円、「その他の地域」で６百万円減少している。  

    （リース取引に関する会計基準） 

      第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

     （企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

     （企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３ 

     月30日改正））を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累

     計期間の営業利益は、「日本」で67百万円増加している。 

    当第２四半期連結累計期間  

     （重要な減価償却資産の減価償却方法の変更） 

          [定性的情報・財務諸表等]４．その他 に記載の通り、当第１四半期連結会計期間より、機械装置及び 

          運搬具のうち長期賃貸用車両について、減価償却方法を定率法より定額法へ変更しています。この変更に伴

          い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」において、当第２四半期連結累計期間の売上原価が113百 

          万円減少し、営業利益が113百万円増加しています。   

  

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

  (1)外部顧客に対する売上高  31,358  3,709  35,068  －  35,068

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高 
 2,517  420  2,938 (2,938)  －

    計  33,875  4,130  38,006 (2,938)  35,068

営業利益  2,132  58  2,191 (1,069)  1,121

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

  (1)外部顧客に対する売上高  29,238  2,275  31,513  －  31,513

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高 
 1,186  93  1,279 (1,279)  －

    計  30,424  2,368  32,793 (1,279)  31,513

営業利益又は営業損失（△）  696  △105  591 (1,025)  △434
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 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

２．各セグメントの売上高が連結売上高の10％未満であるため、国又は地域ごとのセグメントに区分けしていま

せん。  

  

 該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

Ⅰ．海外売上高（百万円）  5,029

Ⅱ．連結売上高（百万円）  35,068

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  14.3

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

Ⅰ．海外売上高（百万円）  2,638

Ⅱ．連結売上高（百万円）  31,513

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  8.4

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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